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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 21(受)1298  原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 平成 22 年 6 月 29 日 原審事件番号 平成 20(ネ)6070 

裁判年月日 執行文付与請求事件 原審裁判年月日 平成 21 年 4 月 15 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 64 巻 4 号 1235 頁   

 

判示事項 権利能力のない社団を債務者とする金銭債権を表示した債務名義を有する債権

者が，当該社団の構成員全員に総有的に帰属し，当該社団のために第三者がそ

の登記名義人とされている不動産に対して強制執行をしようとする場合におけ

る申立ての方法 

裁判要旨 権利能力のない社団を債務者とする金銭債権を表示した債務名義を有する債権

者が，当該社団の構成員全員に総有的に帰属する不動産に対して強制執行をし

ようとする場合において，上記不動産につき，当該社団のために第三者がその

登記名義人とされているときは，上記債権者は，強制執行の申立書に，当該社

団を債務者とする執行文の付された上記債務名義の正本のほか，上記不動産が

当該社団の構成員全員の総有に属することを確認する旨の上記債権者と当該社

団及び上記登記名義人との間の確定判決その他これに準ずる文書を添付して，

当該社団を債務者とする強制執行の申立てをすべきであり，上記債務名義につ

き，上記登記名義人を債務者として上記不動産を執行対象財産とする執行文の

付与を求めることはできない。 

(補足意見がある。） 

 

全 文 

主    文 

本件上告を棄却する。 

上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人坪井昌造ほかの上告受理申立て理由について 

１ 本件は，権利能力のない社団であるＡ（以下「Ａ」という。）を債務者とする金銭債権を

表示した債務名義を有する上告人が，第１審判決別紙物件目録記載の各不動産（以下「本件不

動産」という。）は，Ａの構成員全員に総有的に帰属しており，本件不動産の登記名義人であ

る被上告人は，民事執行法（以下「法」という。）２３条３項所定の「請求の目的物を所持す

る者」に準ずる者であると主張し，上記債務名義につき，被上告人を債務者として本件不動産

を執行対象財産とする法２７条２項の執行文（以下「本件執行文」という。）の付与を求める

事案である。 

原審は，権利能力のない社団を債務者とする金銭債権を表示した債務名義を有する債権者

が，当該社団の構成員全員に総有的に帰属する不動産（以下「構成員の総有不動産」という。）

に対して強制執行をしようとする場合において，上記不動産につき，当該社団の代表者がその

登記名義人とされているときは，法２３条３項の規定を拡張解釈して，上記債権者は，上記債
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務名義につき，上記代表者を債務者として構成員の総有不動産を執行対象財産とする執行文

の付与を求めることができると解するのが相当であるが，本件不動産の登記名義人である被

上告人は，そもそもＡの構成員でなく，その代表者でないから，上告人は本件執行文の付与を

求めることはできないとして，上告人の請求を棄却すべきものとした。 

２ そこで検討すると，権利能力のない社団を債務者とする金銭債権を表示した債務名義を

有する債権者が，構成員の総有不動産に対して強制執行をしようとする場合において，上記不

動産につき，当該社団のために第三者がその登記名義人とされているときは，上記債権者は，

強制執行の申立書に，当該社団を債務者とする執行文の付された上記債務名義の正本のほか，

上記不動産が当該社団の構成員全員の総有に属することを確認する旨の上記債権者と当該社

団及び上記登記名義人との間の確定判決その他これに準ずる文書を添付して，当該社団を債

務者とする強制執行の申立てをすべきものと解するのが相当であって，法２３条３項の規定

を拡張解釈して，上記債務名義につき，上記登記名義人を債務者として上記不動産を執行対象

財産とする法２７条２項の執行文の付与を求めることはできないというべきである。その理

由は，次のとおりである。 

権利能力のない社団の構成員の総有不動産については，当該社団が登記名義人となること

はできないから（最高裁昭和４５年（オ）第２３２号同４７年６月２日第二小法廷判決・民集

２６巻５号９５７頁参照），権利能力のない社団を債務者とする金銭債権を表示した債務名義

を有する債権者が，構成員の総有不動産に対して強制執行をしようとする場合，債務名義上の

債務者と強制執行の対象とする上記不動産の登記名義人とが一致することはない。そうであ

るにもかかわらず，債務名義上の債務者の所有財産につき，当該債務者をその登記名義人とす

ることができる通常の不動産に対する強制執行と全く同様の執行手続を執るべきものと解し

たならば，上記債権者が権利能力のない社団に対して有する権利の実現を法が拒否するに等

しく，かかる解釈を採ることは相当でない。上記の場合において，構成員の総有不動産につ

き，当該社団のために第三者がその登記名義人とされているときは，登記記録の表題部に債務

名義上の債務者以外の者が所有者として記録されている不動産に対する強制執行をする場合

に準じて，上記債権者は，上記不動産が当該社団の構成員全員の総有に属することを確認する

旨の上記債権者と当該社団及び上記登記名義人との間の確定判決その他これに準ずる文書を

添付して，当該社団を債務者とする強制執行の申立てをすることができると解するのが相当

である（民事執行規則２３条１号参照）。 

これに対し，法２３条３項の規定は，特定物の引渡請求権等についての強制執行の場合を予

定しているものであるし，法２７条２項に規定する執行文付与の手続及び執行文付与の訴え

において，強制執行の対象となる財産が債務名義上の債務者に帰属するか否かを審理するこ

とも予定されていないことからすると，法２３条３項の規定を金銭債権についての強制執行

の場合にまで拡張解釈することは許されないものというべきである。 

３ 以上によれば，上告人は本件執行文の付与を求めることはできないから，上告人の請求

を棄却すべきものとした原審の判断は，結論において是認することができる。論旨は，採用す

ることができない。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。なお，裁判官田原睦夫，同岡部

喜代子の各補足意見がある。 

裁判官田原睦夫の補足意見は，次のとおりである。 

私は，本件事案の処理との関係において法廷意見に賛成するものであるが，本件に関連する

法的諸論点については，従前，詰めた論議がさほどなされていなかったことにかんがみ，以下
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の諸点について若干の意見を補足的に述べる。 

１ 法２３条３項の拡張解釈の可否について 

権利能力のない社団を名宛人とする金銭債権を表示した債務名義に基づいて，その構成員

の総有に属し，その所有権に係る登記名義が社団のために代表者等の名義となっている不動

産に対して強制執行をする場合には，法２３条３項を拡張解釈して，登記名義人を名宛人とす

る執行文を取得して行うことができるとする見解が，これまで学説上有力であった。 

ところで，法２３条３項は，法廷意見にて指摘するとおり，特定物の引渡請求権等について

の強制執行の場合に関する規定であって，同項を金銭債権についての強制執行の場合にも類

推適用し得ると解することは，条文の趣旨から大きく外れるものであるところ，上記の有力説

が主張されたのは，構成員の総有不動産に対して強制執行をなすにつき他に適切な方法がな

いとの理由によるものであった。 

しかし，法廷意見で述べるとおりの方法により，権利能力のない社団を名宛人とする金銭債

権を表示した債務名義に基づいて，構成員の総有不動産に対する強制執行をなし得る以上，法

２３条３項を同条本来の規定の趣旨を大きく離れて拡張して解釈する上記有力説の見解は，

実務上採用するべきでないと考える。 

また，上記の執行手続における本来の執行債務者は権利能力のない社団であるにもかかわ

らず，上記有力説によれば，その執行債務者は登記名義人とならざるを得ないのであって，金

銭債権の執行手続としては異例の形態となるのに加えて，その執行手続中に，当該登記名義人

を本来の名宛人とする債務名義を有する第三者が配当加入してきた場合に，それを排除する

ことが極めて困難である等，付随する様々な問題が生じ得るのであって，それらの困難な問題

を抱えてまで上記有力説を採用すべき必要はないものというべきである。 

２ 構成員の総有不動産の登記名義人と金銭債権に基づく強制執行手続について 

金銭債権を表示した債務名義に基づいて不動産に対する強制執行を申し立てるに際して

は，本来，執行債務者と当該不動産の権利に関する登記名義人とが一致していることが必要と

される。ところで，権利能力のない社団は，社団自体が権利の主体となれない以上，構成員の

総有不動産に係る権利の登記は，社団を代表する者の氏名等でなされることになる（前掲最高

裁昭和４７年６月２日第二小法廷判決参照）ところ，かかる不動産に対しても，権利能力のな

い社団を名宛人とする金銭債権を表示した債務名義でもって強制執行をすることができてし

かるべきである。その場合に如何なる要件が整えばその強制執行をすることができるかが本

件で問われている。 

そこで，以下では，登記名義人と権利能力のない社団との関連性が，証明力の強い文書（債

務名義，当該社団の規約等，後記３を参照）により明確に認められる場合と，その関係が必ず

しも明らかではない場合とに分けて考察することとする。 

(1) 登記名義人が権利能力のない社団の代表者である等その関連性が債務名義，当該社団の

規約等から明らかな場合 

執行対象不動産が，構成員の総有不動産であることが当該権利能力のない社団との関係で

証明され，かつ，その登記名義人と権利能力のない社団との関連性が文書により明確に証明さ

れる場合には，登記手続上それ以上の証明の方法が存しないことからして，執行対象不動産の

登記名義人と執行債務者の名義とが一致している場合に準じて執行手続を行うことが許され

ると考える。 

具体的には，登記名義が権利能力のない社団の代表者名義の場合，権利能力のない社団を構

成する者の全員の共有名義の場合，権利能力のない社団の規約等に定められた手続により登
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記名義人となるべき者とされた者の名義の場合（最高裁平成３年（オ）第１７２４号同６年５

月３１日第三小法廷判決・民集４８巻４号１０６５頁参照）等である。 

かかる場合には，当該不動産が権利能力のない社団の構成員の総有に属するものであるこ

とが証明される以上，当該登記名義人はその執行手続を受忍すべき立場にあるといえる。ま

た，このような登記名義人と権利能力のない社団との関連性を示す証明力の強い文書が提出

されている以上，当該登記名義人が権利能力のない社団との関連性を争う場合（例えば，権利

能力のない社団との関係では，当該不動産が当該社団の構成員の総有に属することを確認す

る確定判決等があり，かつ，当該社団と登記名義人との上記のような関連性を示す文書が存す

るにもかかわらず，当該登記名義人がその固有財産であることを主張する場合等）に，当該登

記名義人に第三者異議の訴えを提起する負担を負わせても衡平に反するものでないというべ

きである。 

(2) 登記名義人が権利能力のない社団の旧代表者である等，現在の登記名義人と権利能力の

ない社団との関連性が債務名義等からは明らかでない場合 

権利能力のない社団を名宛人とする金銭債権を表示した債務名義でもって，構成員の総有

不動産を執行対象財産として強制執行をする以上，その執行手続の明確さの観点からして，当

該不動産の登記名義人と当該権利能力のない社団との関連性が(1)で述べたように具体的に明

らかにされることが望ましくはある。 

ところで，登記名義人が権利能力のない社団の旧代表者であったり，権利能力のない社団が

構成員の総有不動産であることを対抗することができる第三者である場合等には，当該社団

の現在の代表者等当該社団において登記名義人となるべき立場にある者は，自らの登記名義

への移転登記手続を求めることができる（前掲最高裁昭和４７年６月２日第二小法廷判決参

照）。そして，執行債権者が，権利能力のない社団を名宛人とする金銭債権を表示した債務名

義に基づく強制執行の申立てに当たって，登記名義人と執行債務者たる権利能力のない社団

との関連性を明確に示すことができない不動産を執行対象として選択するのは，他に適切な

執行対象財産が存しない場合であるから，執行債権者は，当該権利能力のない社団に代位して

（権利能力のない社団自体に登記請求訴訟の原告適格が認められないとするならば，さらに，

当該権利能力のない社団において登記名義人たることが定められている者を代位して），当該

権利能力のない社団において登記名義人たることとされる名義人への移転登記手続を請求

し，その移転登記手続を経たうえで，(1)に述べた方法により執行手続をなすことが望ましい

とはいえる。 

しかし，執行対象不動産が，権利能力のない社団との関係でその構成員の総有に属すること

が認められ，また，当該登記名義人との関係においても当該事実が証明度の高い文書によって

認められる場合には，執行裁判所において執行債務者と登記名義人との具体的な関連性を認

定することができるのであって，かかる場合に，当該不動産に対して強制執行手続を開始して

も，登記名義人を始め，当該不動産に係る利害関係人の権利を侵害するおそれは小さいものと

いうことができるところから，(1)の場合に準じて，当該不動産に対して強制執行手続を開始

することができるものと解することができる。そして，かかる当該登記名義人が，権利能力の

ない社団との関連性を争う場合には，当該登記名義人に第三者異議の訴えを提起する負担を

負わせても，関係者間の衡平を害するものではないということができるのである。 

私は，以上に述べたところからして，法廷意見の見解を肯定することができると考える。 

３ 証明文書の意義について 

権利能力のない社団を名宛人とする金銭債権を表示した債務名義に基づいて，構成員の総
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有不動産に対する強制執行を申し立てるに際しては，当該不動産が執行債務者たる権利能力

のない社団との関係において，当該社団の構成員の総有に属することが証明されるとともに，

当該不動産の登記名義人との関係においても，その事実が文書によって証明される必要があ

る（民事執行規則２３条１号，２号イ参照）。 

その具体例としては，権利能力のない社団及び登記名義人との関係で，それぞれを名宛人と

する確定した確認判決や判決理由中の判断（いずれか一方を名宛人とするものであっても，例

えば，債権者代位による権利能力のない社団の代表者名義への移転登記手続請求の認容判決

のように，当該不動産が構成員の総有不動産であることが判決理由中から明らかな場合等を

含む。），和解調書，当該不動産が権利能力のない社団の構成員の総有に属することを記載し

た公正証書，登記名義人を構成員の特定の者（個人又は一定の役職者等）とすることを定めた

規約（公正証書又はそれに準ずる証明度の高い文書による。）などが考えられる。 

４ 保全手続について 

構成員の総有不動産の登記名義人が，２(1)にて検討したように，権利能力のない社団の代

表者である等，権利能力のない社団との関連性が明らかな場合には，当該不動産がその構成員

の総有に属することを証明して仮差押えの申立てをすることができることに問題はない。 

しかし，２(2)にて検討したように現在の登記名義人と権利能力のない社団との関連性を文

書によって直ちには立証することが困難な場合に，その登記名義人を相手方として仮差押え

の申立てをすることは，実務上はその立証手段の点からして中々困難であり，かかる場合に

は，２(2)に述べたような債権者代位権に基づく処分禁止の仮処分手続の方が，実務上親和性

があるといえる。かかる観点からも，２(2)で述べたような代位訴訟が肯定されてしかるべき

であると考える。 

裁判官岡部喜代子は，裁判官田原睦夫の補足意見に同調する。 

(裁判長裁判官 近藤崇晴 裁判官 堀籠幸男 裁判官 那須弘平 裁判官 田原睦夫 裁判官 岡部

喜代子） 

 

 

※参考：判例タイムズ 1326 号 128 頁、判例時報 2082 号 65 頁、金融法務事情 1904 号 111

頁、金融商事判例 1349 号 16 頁、ジュリスト 1418 号 117 頁 


